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公共的生産要素の最適供給についギ〉

塩 沢 平

序
基本的仮定 

主体的均衡

(i) 消費者

(ii) 生産者 

m 政府

市場均衡 

(1) 市場均衡条件

卸超過需要関数，価格調整関数および情報関数 

® 均衡解の存在 

バレート最適性 

結 び

序

■ すべての生産者に影響を与えるような，中間生産物としての公共的生産要素を含む経済において， 

分権的な方法による最適資源配分達成のための手段を考察する。

サミュユ ル ソ ン 〔18〕は，公共財を等量消費財として定式化し，バレート最適のための条件を導 

出した。サミュユルソンとほぽ同様な枠祖において，公共財が私的財の生産にも投入される場合を 

論じたものに貝塚〔10〕がある。そこでは各財についての個別な生産関数が考えられており，効率 

的な生産のための必要条件力ニ導出されている。 し か し 〔18〕お よ び 〔10〕においては，それらの条 

件が分権的な価格機構では達成分可能であるということが指摘されており，最適な資源配分をいか 

に達成するかという問題は解かれていない。したがって，価格機構を補完するような政策が必要と 

なる。

等量消費財としての公共財に対し，真の選好を表明させるインセンチィプをいかに与えるか， と 

いう問題を論じたものにグロープス= レッドヤード〔5 〕があるが，そこ.では中間生産物としての 

公共財は扱かわれておらず，均衡解の厳密な存在証明もなされていない。また，公共的生産要素に

注（1 ) 塩沢ロのは，本稿と同様な梓組において等量消費財としての公共財を扱かっている。本稿:̂ 3よび前稿の作成に当 

たり，本塾経済学部の川又邦雄教授，丸山徹氏など多くの方々から有益な助言を頂いた。
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公共的生産要素の最適供給について 

対するインセンチィプの問題について部分均衡分析を行なったものにグロー プス= ロ ー プ 〔6 〕力*、 

ある。

この論文では，公共的生産要素を含む一般均衡モデルにおいて，政府はある課税規則および公共 

的生産要素の生産規則を提示し，それに対し生産者は公共生産要素に対する自発的な負担額を政府 

へ伝達する， という調整機構を考える。そのもとで各主体の主体的行動に基づく均衡解が存在する 

ことを厳密に誰明し，またその均衡がバレート最適であることを示す。 この場合，公共的生産要ま

はすぺて政府によって供給され，すべての生産者の生産関数に成分として入るものとする。したが
(6)

って， ミ ー ド 〔14〕に お け る r環境創出」型の要素の定式化の一般化と考えられる。 また私的財に 

ついては，市場の調整機構が働くと考える。

2 節では，モデルの基本的な枠組と課税および公共的生産要素の生産規則が示され，均衡解の存 

在証明に必要な仮定が述べられる。 ここで重要なことは，生産者が公共的生章要素の生産について 

の情報をもつということである。

3 節では，各主体の最大化行動から，私的財に対する個別需要関数，供給関数および生産者から 

政府へ伝達される情報の決定関数が導出され，それらの関数の性質が考察される。

4節では， 3節で導かれた個別の関数から，社会全体での私的財に対する超過需要関数と生産者 

から政府への情報の決定関数がつくられる。そしてこれらの関数に私的財の価格調整関数を組合せ 

て，その不動点を求めるという方法によって， このモデルの均衡解の存在がIE明される。

5 節では，その均衡においてバレート最適のための条件が満たされていることを示す。

以上のようにこのモデルにおいては，政府は公共的生産要素の与える効果を算定しなくても，生 

産者から伝達される情報と私的財の値格についての情報のみによって，バレート最適な資源配分の 

達成が可能となる。

2 . 基 本 的 仮 定

ム種類の私的財（番号/= 1 , L), 種 類 の 公 共 財 （番 号  々= 1 , の ’ / 人 の 消 費 者 （番 

号 i = l ,  / ) ,  人 の 生 産 者 （番 号 " ニ1 , A 0 および政府から成る経済を考える。

私 的 財 の 価 格 べ ク ト ル は = Pl), によって表わされる。

各消費者は私的財のみを初期保有するものとし，第 *'消 費 者 の 初 期 保 有 ぺ ク ト ル は 二 〔のj , …, 

<yi), によって表わされる。 消費者は私的財のみを消費するものとし， 第:'消費者の消費

べ ク ト ル は ズ' =  Oci, ズi ) , ズ'g K ムによって表わされる。第 i 消費者の消費可能集合を；̂'と  

し，その選好関係を5：! で表わす。X i および選好関係について以下の仮定をおく。

注（2 ) 混雑現象は考えていないのでM eade〔14]のいう不払い要素ではない。
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r三田学会雑誌j 74卷2号 （1981年4月）

仮 定 1 A：' ' は閉かつ凸であり， 下に有界である。

仮 定 2 (連結性） 任 意 の ズ ズ '1£ズ'’ に対して 

あ る い は ズ ズ ' ' 。

の少なくともいずれか一方が成り立つ。

仮 定 3 (推移性） 任意のズ》% ズ'1, ズ に 対 し て

x'°>zx'\ な ら ぱ ズ '.。5：；•ズ

が成り立つ。

仮 定 4 (連続性） 任 意 の x i'E X iに 対して集合{:cお X*'1x*̂ >z,x>}お よ び {ズセX ''1x^>z,xn 

は X i のなかで閉じている。
(3 )

仮 定 5 (単調性） 任意のズ '，ズ •について， もしズ' ^ ズ' ' ならぱズ'i::ズ'，が成り立つ。 さ 

らに，異なる第/成分をもつふたつの財の組について上の条件が成立するなら，厳密な選好関係が 

成り立つような，第 / 私的財が存在する。

仮 定6 (凸性）ズ'0, x'^^X', 0 < a < lについて， も し ズ ズ '-1ならば， 0：ズ''° + (1 —《)ズ''1$：;:ズ*1 

が成り立つ。

仮 定 7 の''G in t Z S すなわち私的財の初期保有量は消費可能集合の内点である。
(4 )

仮 定 1 〜 4 の下で連続な効用関数は存在が証明される。第 f 消費者の効用関数を

( 1 ) = り 、

によって表わす。

次に生産者についての仮定を述べる。生産者は公共財と私的財を投入して，私的財のみを生産す 

る。公共財はすべて政府によって供給され，すべての生産者によって等量に生産要素として投入さ 

れる。公共財の供給べク1：ルは：V ニ Cvけ タ if), jveRKによって表わされる。第"生産者の生産 

計画を私的財と公共財のべクトルの組（デ，y  ̂= (gn, gh -jVi, —タj f ) , (が，jy )eR レ^ 

によって表わす。正の成分は産出，.負の成分は投入を表わす。 したがってタぺクトルはすべて負の 

成分をもつ。第 " 生産者の生産可能集合をルc R ぃ* とし，F » の私的財空間への射影をF , とす 

る。また生産関数を

(2 )  / ，(め一タ）=0 

とする。

仮 定 8 は閉かつ凸で，原点を含む。

注（3 ) ここでズ''ンズ< 'は，ズ''さ;C'''で, しかもがキズレであることを意味する》

( 4 ) 福 岡 〔4〕pp. 29-37, D ebreu〔2〕pp. 56-59
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公共的生産要素の最適供給について

仮定 9 (H 性） （g"', - / ) e F - ,  /-(^-^ - / ) = 0 ,  07-", 一/ ' ) =0,

0くf lC lについて，/"〔fl(デ '，一ダ）+ (1 —fl)(デ/ ' , - ダ ')〕< 0 が成り立つ。

さ ら に F , を社会全体で考え， F - とおき，F について以下の仮定を課す。

仮定10 (非可逆性） F n (- F )  = {0)

仮定1 1 (無料処分） F コR i

次に政府活動および公共財の生産についての仮定を述べる。政府は生産者から徴収した租税で，

翁S的財市場において生産要素としての私的財を購入し，それを投入して公共財を生産するものとす

る。公共財の生産には他の公共財は用いられない。第々公共財の生産のために各生産者に課せられ
(5)

る 税 額 T:,.n = \, N, k=h  / a t , 次のような規則によって決められる。

( 3 ) ア：= « : ?):•

0 < a l < l , XI «* =1» ZJ

こ こ で^0:は，第 《生産者が第々公共財の生産のために自発的に負担してもよいと表明した，第 

1 私的財によって測られた額を示す。 すなわち第" 生産者は，す' I 単位の第1私的財の値値に相当 

する額を表明したと考える。仮 定 5 から，消費者の選好は単調なので，少なくともひとつの共通な

欲 望 さ れ る 財（desired good)が存在する。 そのような財は価格が0 とはなり得ないので， そのう
( 6 )

ちのひとつを第1私的財と考えればよい。 このグ= ( > ? , …，f ' ld を，第"生産者がどのような条 

件によって決定するかについては，主体的均衡条件の筒所で考察される。政府は,各生産者から報 

告 さ れ た (pN)の値から，（3 ) 式に基づいて課税額を決定する。が = 0 ; ,  aぐ）， 

«=0, iVは政府の決める定数とし，各公共財について異なった値をとることができる。各生産 

者に対してこの値は所与である。 は負の値をとることもできる力:，その下限は定められている。 

すなわち，他の生産者のr  9 " お よ び a : の値が与えられた場合，T: の値が負になることは許さ 

れない。

第 " 生産者の税負担の総額r •は

(4 )  r " = E  ァ 

となる。

第 k 公共財の生産のために，政府によって要素として投入される第I 私的財の量をy?とすれぱ， 

第々公共財生産のための要素投入ぺクトルは= Vi'), ムによって表わされる。第

注（5 ) 塩 沢 〔2のと同様な負担規則である。類似なものとしてDrもze=Poussin〔3〕， Groves=Ledyard〔 5〕:

(6 )  desired good に関しては N ik a ido〔16〕 pp. 253-4 を参照。
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■•三田学会雑誌J 74卷 2 号 （1981年4月）

ゐ公共財の生産に要素として投入可能な私的財ぺクトルの集合をFW + » c R ムとする。 また第々公 

共財の生産関数を

( 5 ) グ が +*(!；*)

とする。/W + * お よ び に つ い て 次 の よ う な 仮 定 を お く 。

仮 定 12 /W + * は連続である。

仮 定 13 + * は閉かつ凸で，下に有界である。

仮 定 14 y*。， が+*, 0く に つ い て ， も し パ + *0*。）= /…*0*1 )ならば，/ {ay*。

+ が+*(y*i)が成り立つ。

政府が第k 公共財の生産のために要素として投入する私的財の価値額/)"*は，各生産者からの税 

負担の総額S T ；；を越えないものとする。すなわち，政麻には各公共財の生産についての予算制約

(6 )  r * "= A E  k =い ,’ K 

が課せられる。

政府はこの制約の下で，技術的な条件である（5 ) 式にしたがい，公共財の生産量を最大化する 

ものとする。 このような政府活動については，次のような見解によって正当化され得るであろう。 

すなわち，各生産者の公共財に対する要求は， この2  ^0:によゥて反映されており，そのもとで最 

も効率的な生産を行なうことが政府に求められている， ということである)。

仮定14などから，（6 ) 式が等号で成立することは明らかである。（5 ) お よ び （6 ) 式は，政府 

による公共財の生産規則を表わすものである。そして政府は， これらの生産規則を各消費者に情報 

として提供する。

各生産者は， これらの生産規則を考慮して自分にとって最適であるようなSDの値を決定し，その 

値を政府へ伝達する。

各生産者からの^^の値が決まれぱ，各公共財の生産水準は， />所与のもとで技術的な条件により 

一意的に決まる。（3 ) 式からも明らかなように，各生産者はその公共財の生産を0 にしてしまう 

ようなg の値を選ぶことも可能である。

ただし，すべての生産者の決定が整合的であるような均衡点に到達するためには，生産者と政府 

の間で，一種の摸索過程のような調整過程が必要となる。 この調整過程については，市場均衡解の 

存在証明を行なう菌所で考察される。

注（7 ) このような考えはM ille ron〔15〕にみられる。

—— 28 (：142')



公共的生産要素の最適供給について

3. 主体的均衡

( i ) 消费者

各消費者は，私的財の価格およびその初期保有量を所与とし，予算制約の下で効用最大化行動を 

とるものとする。

第 》' 消費者の所得W''は，私的財の初期保有量にその価格をかけたものと，各生産者からの利潤 

分配とから成る。したがって予算制約式は，

( 7 ) px'^m^= pco* + XI 冗，
n = 1

0 ^ か'■さ1 ,1 ] か'，=1

となる。 こ こ で ；T"は第 " 生産者の利潤，び'，は 7T"の 第 i 消費者への分配率を表わす。 このとき 

第 i 消 費 者 に と っ て の 購 入 可 能 集 合 は ，

(8 )  BXP, mO

= {x'^X ' 1 px'^m*}

となる。か'(/>, Wりは空集合となる可能性があるが，か'(か mり を 非 空 と す る よ う な の  

集 合 を Q ''と記し， ‘ に 含 ま れ る（/), mりのみに限定して考えてゆく。

X‘ が閉かつ凸であれぱ，か' （/>, w O は条件かC*'さm ' が等号を含んでいることから閉であり，

ズ w')» 0<a<lについて

( 9 ) が ロズ‘''+ (1_«)ズ''"}

かc'.,+ (1—めかC'."

^am' +  (l— a)m'

= w'

となるので凸である。

B'U>, w r )は Q‘ か ら X‘ への多価関数を定義しているが，その連続性を示す。

仮 定 7 より，私的財の初期保有量は消費可能集合の内点となっているため，予算集合の連続性の 

誕明におけるドプリュ一の反例が挑除される。す な わ ち （3 ) 式および仮定8 より

(10) JT■ミ0, w=l, N  

であり，ま たP么0 なので
N

( 1 1 ) PX* <pO)'+'^ d'̂ TZ"

を満たすようなズ* が X * に必ず含まれることになる。したがって

— 29 (143')一



(12) min pX'^m*

の条件が必ず満たされる。

これらのことから次の定理が導かれる。た だ し こ こ で は が コ ン バ ク ト集合である場合をとり 

扱う。 X I がコンバ ク ト集合とされるならぱ，か’ がコンバ ク ト 値 となることは自明である。

定理1 がコンバクトかっ凸であるとき， においてB 'C p ’  W ')は連続である。

証 明 （1) 優半連統性の証明

任意の（が， に収束するQ 'の点列を{(が， とし，ズ' レ レ，m''つ，ズ■'レ—ズ》。 

とすれば，X i は閉集合であるから， •'ヶ X ' 'から，ズ と な る 。そしてがズ'レさから 

がズ■'。さm '。となることも明らかであるので，ズ'。£ か(/)。，m '。）となる。よってかは（が，m'o) に 

おいて優半連続となる。

(2) 劣半連続の誕明

同じく任意の（が， に収束するQ ''の点列を{(/>レ，m'>0}とし，またズか '(/>。, w '。） 

すなわちat'ogX'。，がれ》$ m '。とする。以下場合を二っに分けて考察する。

(イ） が ズ の 場 合 。この場合は，ある整 数 リ * より大きいすべてのリ に っ い て /)リズ'°< m ''リ 

となる力、ら，リさレ* に っ い てはか'(py, m'-つの任意の点をズ'リとし， •に っ い て はズ'リ= ズ《。と 

すれば，そのような点列{ダ' ' 力*、p " x iリさ饥; ' ^ を満たすことは明らかである。 よって，すべての 

リに っ い て を満たし，かっズ ■►ズとなる点列{ズ‘*"}がっくられたことになる, 

(ロ） の場合。この場合は（1 1 )式から，が ズ と な る よ う な ズ が X I のなか 

に存在する。それゆえある整数リ*より大きいすべてのレにっいて

(13) /)リズ'''くm'"リかっ P リx i 'くP リx i °

とすることができる。 .

そ こ で x i ' とX‘。を結ぶ直線が（が ，m 'n の定める所得超平面と交わる点をとする。そのよ 

う な aレ は 1^*より大きいすぺてのVにっいてー意^^に存在し，かっそははズ'。に近づいてゆく 0 

ゆえにリ^ レ* に っ い て はBザ ’ m'レ） の任意の点をズ'リとし，リ< レ*にっいては 

[ズ" ，ズ.0]の場合はズ''リニリ 

ロリを[X'% JC'O]の 場 合 はA；'-レ= ズ'-。

とすれば，{ズ‘リ} はっねに/)'V リ̂ m''リを満たすから，やはりすベてのレにっいてズ''リ65 ''(/)リ, 

W リ）を満たし，かっ A：''y~>A：''。となるX i の点列 {ズ*'つがっくられたことになる。

よ っ て か は （が，m''。）において劣半連続である。 （証明終了）

r三田学会雑誌j 74卷 2 号 （1981年4月）

注（8 ) この証明は福岡〔4〕と同様な方法でなされる。〔4〕pp. 59-60
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公共的生産要素の最適供給について

第 *•消費者は，購入可能集合5'' (/>, の な か か ら 効 用 関 数 り を 最 大 化 す る よ う な ズ 'を  

選択する。 はコンバクトであり効用関数は連続関数なので， の値が最大となるようなズ' 

が s ' のなかに必ず存在する。 よ っ てQ 'からX''への関数ひ '(/>, m O が定義できることになる。

次に， この私的財に対する個別需要関数であるぴ0>’ w O の'性質を考察するが，その際に必要 

となる周知の •■最大値の定理J の主張を述べておく。

(7 )
最大値の定理さを距離空間5 から駆離空間アへのコンバクト値，連続な集合値関数とする。 ま 

すこ/ :  SxT~>Rを連続な実関数とすれぱ

① 関 数 ズ I~ >mCx) = max {/(x, y) I タg 取ズ）} は連続

② 集 合 値 関 数 ズ I~»{メ£/9(ズ）I / 0 , タ）= m O O }は非空， コンパクト値でかつ優半連続

こ の I■最大値の定理J を援用することにより，ぴ0)’ Wりの性質として次の定理が導かれる。

定 理 2 X ' がコンバクトかつ凸であるとき，Q'.において/>'(/>, mりは 非 空 ， コンバクトかつ凸 

値でおり， また優半連続である。

証明 定 理 1 より， W ) は Q ' においてコンバクト値かつ連続，また効用関数が も連続 

なので，「最大値の定理J が適用されて，の''(/>, mり は Q ''において非空， コンバクト値かつ優半 

連続となる。

D'Cpf m'.)の凸性については, 次のとおりである。ズ り m')» x‘*'e D‘{P’ m*'),ズけ''ニ 

izズけ+ (1 —fl)ズ 0 < « < 1 とすれぱ, ズ け mO, » * • ) および .m‘) の

凸 性 か ら 明 ら か に ズ m：) 。ますこB‘(p, W ) の な か で の の 最 大 値 を m') 

とすれぱ，が（ズ''*)=1<''(>:''*0 = が*(/), W ) で、あろから，仮 定 6 に よ っ て "''O''*/')ミが*'(/), m .')。 

ところ力：ズ mりであるからM'O'.,'/)$"'.*(/), mり。ゆえに"'.（ズ,.*,,)="■.*(/), mり と  

なり，Xけ' 'eD\P, m O となる。 （証明終了）

(ii) 生産者

各生産者は， 力，生産技術，他の生産者の行動および課税規則における定数び"を所与とし，利潤 

最大化行動をとるものとする。第 《生産者が直接に動かすことのできる変数は，私的財の投入産出 

ぺクトルグおよび政府へ伝達する情報 0̂，である。

各生産者に与えられる情報は， わ, 課 税 負 担 規 則 （3 ) 式，公共財の生産関数（5 ) 式およびそ

注（9 ) 証明については H ildenbrand〔6〕pp. 29-30
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の 費 用 条 件 （6 ) 式，そして他の生産者の表明する<prの 総 額 S  で

ある。

このモデルにおける生産者は，他の生産者の行動を所与とするという意味で受動的に行動するが， 

自分の表明するg の値が公共財生産に影響を与えるということは認識している。 ここではそのよう 

な生産者の私的財に対する供給関数との決定関数の導出を行ない，その性質を考察する。

第 " 生産者の利潤7T’ は，デ に />をかけたものから課税額を減じた値
N

( 1 4 )が'ニpg'' — PiOc'T̂ . ip,.
»,=1

となる。現実の生産は公共財,：Vにも依存しているが，第 W生産者はタを直接動かすことはできず， 

S  が所与のもとで，グを通して間接的に動かす。そして7T•を最大にするようながおよび 

を選択する。

が有界のときに，第 " 生産者がとり得るすべてのグべクトルの集合をごC R ムで表わし，そ 

の よ う な と g " との組の集合を i^"xC "cRぃK とする。 も し 集 合 が コ ン バ グ ト で あ る  

と仮定するならぱ，（14 )式 の 右 辺 は ダ ） の連続関数なので，7T»を最大にすろような（g% 

ダ）e F " x 〔"が存在する。 したがって第" 生産者の供給対応S" CP, S グ '） が定義される。 この 

S" CP, E グ '） の性質として次の定理が導かれる。

定 理 3 F " x C " がコンバクトかつ凸であれぱ，任 意 の （P, XIy>"')に対してS" (/), Y 1 は 

非空， コンバクトかつ凸値であり，また優半連続である。

証明 . 非空， コンバクト値かつ優半連続性については，前 述 の 「最大値の定理J から明らかであ 

る。 また仮定9 から， Cpy 2 ダ '）は 1価関数となるので，凸性についても明らかである。

(証明終了）.

S- CP, S グ '）は，Oh E  か ら 户 x c " へ の 1価関数であるが， 後の議論のために， C" 

(/>, S グ'） の へ の 射 影 と へ の 射 影 を そ れ ぞ れ

(15) S- (P, E  が '）

(16) 0 " (ん XI '

と記す。前者は私的財に対する個別供給関数であり，後者は^̂ "の決定関数である。

(iii) 政 府

政府は々，生! ! 者から伝達される情報および生産技術を所与とし，収支制約のもとで公共財の
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生産量を最大化するものとする。 ここでは政府がそのような行動をとる場合の，公共財生産のため 

の要素としての私的財に対する需要関数を導出し，その性質を考察する。

第々公共財の生産における政府の要素■入 可 能 集 合か は， />および生産者からの情報2  

<Pkに依存する。したがって政府の収支制約式（6 ) から，B' » は

(17) = 1

と表わされる。

B'*cp, so*)を非空とするような0>’ ip,')の集合をア* と記し，r * に 含 ま れ る CP, tp, ' ) のみに 

限定して考えてゆく。

が' の閉性および凸性は，消費者の購入可能集合か:(/>, Wりの場合と同様に示される。

B '* の連続性についても同様であるが， こ こ に お い て も が コ ン バ ク ト 集 *合 で あ る 場 合 を と  

り扱う。

定 理 4 FN+'がコンバクトかつ凸であるとき， も し r * の あ る 点 (po, <pV)に お い て m in グ 

ナがり2 であるならぱ， (p,')は (P。, パ ）において連続である。

証 明 定 理 1 の証明と同後に行なう。 （証明終了）

こ こ で 仮定されて い る ルの条件は，各 生 産 者 の 表 明 す る の 値 が ，第み 

公共財の生産に必要な最低限の費用よりも大きいことを意味している。

政 府 は B'ゆ ’ ゆ のなかから，公共財の生産関数/ が+ »0*)を最大化するようなy * を選ぶ。 

pv+»が コ ン バ ク ト で あ る 場 合 に は が * も コ ン バ ク ト であり， 仮 定 12か ら /W+ *は連続であるの 

で，尸 +*の値が最大となるようなy*が5 /*のなかに必ず存在する。したがって，(P, ^0*)£ア*の 

それぞれに空でない均衡点"ぃ の集合が対応し， T * か ら FN+*への関数の' <p, ' ) が定義で 

きる。 これが第々公共財生産のための，政府の要素需要関数である。

(pk~)の性質として，次の定理が導かれる。

定 理 5 FN*»がコンバクトかつ凸であるとき， も し T - の あ る 点 （が，5^2)に お い て m in が 

F+ *ネがり2であるならば，£)'*(/>,ル ）は CP。, (pV)において非空， コンバクトかつ凸値であり， 

また優半連続である。 '

証 明 定 理 2 のIE明と同様に行なう， （誰明終了）
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4. 市場均衡

( i ) 市場均衡条件

主体的均衡の考察によって，各私的財に対する需要関数，供給関数および50の決定関数が導かれ 

た。それらの関数は， /»および他の生産者の表明する £̂>の値をバラメターとしたものであった。し 

たがって市場においては，各主体の行動を整合的ならしめるような， />および^0の値が決定されな 

けれぱならない。

ここで, ズ JfS w=XI の‘, タヨ1 ] g,’ " ヨXIi y*» X=J^ X', ヨS  F", ヨS

と表わし，私的財の超過需要を2ョズ+ y—（众+ a O と定義すると，私的財の市場均衡条件は次のよ 

うになる。

(18) z<0, pz=0

またg については，各生産者の決定関数には/)だけでなく，他の生産者の表明する値がバラメタ 

一として入っているので，すべての生産者について整合的な組合せが決定されなければならない。 

その条件は次のように表わされる。

(19) ^*=0

この状態は，すべての生産者が自分のbest re p la y 関数によって決定された戦略をとったもの
(10)

であり，ナッシュ里の均衡となっている。

したがってこのモデルにおける均衡解の存在問題は，個別主体の最大化行動に立脚し，そこから 

導かれた私的財の社会的超過需要について市場均衡条件を満足せしめ，同時に9 に つ い て は （19) 

式にみられるようなナッシュ型の均衡状態を実現するようなおよびが存在するか否かを考察す 

る問題となる。

このモデルにおける均衡解は，次の条件をすべて満足する（(ズド），（歹" ， 0 ぃ），/> * ) の 

組である。

( a )  {x'^X' p*x'^p*(o' グ .*)}

のようなすぺてのズ•’ に対して

"''Oc'',)さM'.O；り I'ニ 1 , I

( b ) (が，y)-)e(F", S " ) のようなすベての（デ ，グ）に対し

r三田学会雑認j  74卷 2 号 （1981年4 月）

注（10) best rep lay関数については，例えぱRoberts〔17〕p. 248を参照。
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P*g''* —p\a"ip'̂ * />ia"2 <p".* n = l ,  . . . , N

(c) {y*eF 0̂"*}となるすべてのリ*に対し

/ ぃ*(y *0さ/ '  ̂+ *0*) k = l ,  . . . , K

( d )  z* = Yl x'*+Yl y**— ZI

p*z*=Q

(e) 0 (/>*, XI グ.♦)— グ*==0 « = 1, . . . , N

( i i )超過蒲要関数，価格調整関数および課税額決定関数

消費者の私的財に対する需要関数

D' ip, p(o' + 5U か，iPg'—Pioi'' 2 (p"y) i= lf ..., I

は />と ■の関数である。

生産者の私的財に対する供給関数およびの決定関数 
5- (/>, Z1 0

0  (/>, XI <p" ') w =  l» ..., N

は />と11 0̂-'の関数である。

そして政府による要素需要関数

の'*(/>, y：>*) k=\, ..., K 

は />と ( f tの関数である。

これらはいずれも/>に関して0 次同次関数なので， を基本単体j ョ {/> XI />. = ! } に基

準化して考える。 また各生産者のとり得る(P,の集合を〔ミC*x…x 〔wcRWic, Cの凸包をミとす 

る。

このとき，私的財に対する社会的超過需要関数 

(20) E(p’ ip)

=.ZI D'(j>t ^o)+2 の,*(ん ^̂ 0—Zf 5"C/), <p)—(i)

が j x 〔 か ら Z'^X+F' — F—o)への関数として定義される。

X'y F% FN", C "はいずれもコンバクトではないが， 'y*eP'^+*の う ち , 経  

済全体についての実現可能性ョ3  x' + 'E y*-ZI g--o)^0を満たすようなもののもを考え，そ 

のような，ズ''，グ，リ* の集合をそれぞれX'', F% pN+'と記すとする。 このとき j t ‘, F»,Fが+* 

の性質として次の定理が導かれる。
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定理6 Z'-, + » は有界集合となる。

証 明 X''に含まれるX* については定義により

(21) X' - H  v*+J： g"+0) ix''GX'', ^"gF-)

であり，再び定義によりg,Ep-’ かつ仮定1 よりあるそ‘ に対してズ''さがであるから，

( 2 2 ) そ'.さr  . ズ 一 E  "*+ S <7"+0>

となる。 ま た FW+ * に 含 ま れ る に つ い て は

(23) ズ<-S y*' + S  g'+(o ix '^X ', y*'eF^+*,

であり，定 義 に よ り がe F % かつ仮定13よりあ る15*に 対 し て で あ る か ら ，

(24) ズ' _ E  y*'+ZI ff,+of (^-eF»)

となる。ゆ え に P , が有界でありさえすれぱ，ぶ'’ お よ びか の有界性は明らかである。

そこで户"の有界性の誰明を行なう。いま結論を否定して， あ る に つ い て F - ' が有界でなか 

ゥたとしてみよう。す る と X'', FM+*, F , の 点 列 レ ''>0, {y*}, {fl̂ "レ} で，

(25) E グリさ? 1ズ'リ+ S び*一の,ズ'リS ポ , がリ6 ■̂ガ+*,众，リ .

(26) Hm| デ.リ 1=00

となるものが存在する。ズリ, "*リについては前記のように，ズ''リさそリ*リさiJ*となるようなそ<, 

が選ぺるから，（2 5 )式;はさらに

(27) E  デ 。きS  Jc*+E v'-oi 

と書きなおすことができる。

こ こ で ニ  max I g,リ||と定義すれば，|| g''^ I I から十分大きなリについては当然リ^ 1 , 

すなわち" ^ さ1となり，ゆえに仮定8 か ら レ + (1—一̂ ) 0 e  F - , す な わ ち と な

る。他 方 ■リの定義から，すべてのリについて11*^11さ1 であるから， は集積点をもち，

ゆえにそのひとつをデ。とすれば，■[■^1の適当な部分列を選んで

(28)

とすることができる。F - は 閉 で あ る か ら で あ り ，ま た （27) 式から

(29)

r三田学会雑誌I 74卷2 号 （1981年4月）

が得られるので，lim fi" = ooを考慮して

(30) S  デ。さ0

注（1 1 ) この証明は福岡〔4〕pp. 148-150と同様な方法でなされる。ただし〔4〕では，タJV+*は入っていない。
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となる。 ところが仮定10および11から， デ。e F なら

( 3 1 ) S

となるのでなくてはならない。そ こ で 任 意 の に つ い て

(32) パ 。 、

のように分けて記せば，すべてのれについてO g F "であるところから,

(33) 2

したがって

( 3 4 ) が .o g - F  

となると同時に

( 3 5 ) デ '。g F  

となって

(36) f^-*°eyn(-F)

となる。 ところが仮定10から， これは

( 3 7 ) デ '0=0

の場合にのみ許されるから，結局どのが' に つ い て も ニ 0 が成り立って，

( 3 8 ) lim II i = D g, '。II =0

ということになる。

他 方 /̂ リ》の定義から，それぞれのg について

(39) リ M

となるような" / 'が必ずなくてはならず， しかも" の個数は有限個であるから，（38) 式を満たすよ 

う な で の 過 程 を つ う じ て 無 眼 回 現 わ れ る も の が な く て は な ら な い 。そしてそのようなれ"  

については II II = 1 なのであるから{ てリ, ^ のなかからそのようなg のみを選んで部分列

をつくれぱ，そ れ も ま た デ '。に 収 束 し て = 1 となる。 こ れ は （38 )式に相反するから， 

F " '力:非有界という当初の仮定は不合理である。

同 後 に W'以外のどの" についてもF " は有界となるのでなくてはならない。 （証明終了）

X'-, F-, FW+*の有界性が知られたとすれぱ，実 数 c > 0 を適当な大きさに選んで， すべての 

力 ，pn, pN + k を内部に含むような超立方体iT={々|納 シ for a llりをつくることができる。 

そこで，X'', F% FN+'とそのようなi f との共通部分をそれぞれ

(40) X' = X 'nK , F*=F.n/C,  =

で記し，XS F-, F N " を 文‘’ F-, で置き換えた体系について均衡点の存在を誰明する。
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そしてその均衡点が，を, F% をもとのXS F% Fぃ*に復元した場合もなお均衡点たり

づづけることを示す。

X', F " , で は， そのつくり方からコ ン バ ク ト凸である。 また仮定7 か ら X i は ズ と  

なるようなズ''。を必ずもち，力、つ仮定8 からP ■は 0 を含むから，タ•'はズ''。を含む。同後にして 

は 0 を含む。

X', F% FN+'を あ F% で置き換え，後者への需要関数，供給関数および政府の要素

需要関数をそれぞれ

D' (P ,细 . . t = l , . . . , I  

S"Cp, S V .) , n = l, . . . ,N 

D^"U>,仏  々= 1, . . . , K 

で記すと，れ s からクョt l タ + i ； F-— <yへの，私的財に対する社会的な超過需要関

数

(41) EQP, め

D'Q), ^o)+^ の'*C/>, <p) — Y1 5"(/>, 'ip') — o)

が定義される。定 理 3 によって，任意の/>と^0に 対 し て §"(/>, ip )が非空であり，（3 ) 式および 

O e F " から非負の利潤が定まり，したがって消費者の所得が決まる。ズ か ら 万 ''( / ) ,め が 

定義され， ま た 9 " が決定されているので万 '*(/), ip )が定義される。

したがって定理2, 3 および5 より，£ ひ ，(p)は非空， コンバタトかつ凸値であり， また優半 

連続である。

次に価格調整関数G(J)’ 力として

(42) G‘Cp, £ )= — ^丄ナmax(fei,0)_  k>0, / = 1, . . . , L
E[/>« + max(̂ 2„,0)]

という形態のものを考える。 このような形態であれぱ，i h の値が調整過殺において0 となる心配 

はない。

最後に社会全体での^^の決定関数を0 = (が ， 0 ^ ) と定義し，その経済的意味を考える。 

第 " 生産者は，わとS  9 ''をバラメタ一として9^"を決定する。同時に他の生産者も同じような 

行動をとろのであるから，はじめの決定においてS  は第 " 生産者の予想値である。 そのよう 

にして決定された^^"を政府に報告するP 政府は各生産者が他人の行動を予想して決定した値の総 

額 XI を現実に表明された値として知ることができる。そしてこのS  0̂" の値を各生産者に知 

らせる。すると各生産者は自分が第1 回目に表明した値と課税規則から，第 1 回自における1!

の値を知ることができる。その値は自分が最初に予想していたものと一致する保証はなく，各生産 

者は政府が表明した第1 回目における現実の値をバラメターとして再び決定を行なう。 このように

---38 (152)---
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して決定された値を政麻に報告する。政府は， この第2 回目における総額をまた各生産者に知らせ 

る。 このような過程をくり返し，各生産者の表明した値が，前の期のものと完全に一致したところ 

が均衡点である。

X-, F-, £ が+*を を , F",  F ぃ* で置き換えた体系での^̂5の決定関数は

(43) 0(J), ip')

ョ <p), (p)')

と表わされる。定 理 3 お よ びで(P, ip )を定ました筒所での考察から， 0(p' 9) は非空コンバク 

トかつ凸値であり，また優半連続である。

したがってこれまでの論から，私的財に対する超過需要関数，価格調整関数およびg の決定関 

数を組合せた関数

(44) G(p, <p')xE(pf (p')y.0(p, (p)

は， コ ン バ ク ト な 凸 集 合 i S 力、ら，同 じ z I x Z x C への非空， コンパクトかつ凸値の優半 

連続写像となる。ゆえに，次 の r角谷の不動点定理J がこの写像に適用される。

角谷の不動点定 理 5 を 《次元ユークリッ ド空間1R，の非空， コンパ ク ト， 凸の集合とし，so 

を S の点に同じく S の非空，閉，凸の部分集合を対Jfeさせる優半連続な写像とするとき，不動点ズ* 

6^0(ズつが存在する。

よって写像G(S>, z)xE(J>, ip')xO(p, ip~)には必ず不動点（/>% 2*, ip*-)が存在し， したがっ. 

て r ぱ (T ’ パ），z*^EQ)% ip*), <p*^0Cp*y ip*~)が成立する，

■ (iii) 均衡解の存在

を(P, <p)は 1価関数なので ip* tp*')から

( 4 5 )か(J>*’ XI =0

が成立する。

次に，不動点における消費者の予算制約式

(46) p*x'* = p*(i}' +IJ C p * g ' * - ( p , * )

をすベての消費者について合計すると，

(47) P*Y1 =P*I2 9'* —PX^ (p,*

が得られる。 これに政府の収支制約

(48) P*Y^V''*=P\ 'Ey ',
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を代入すると，

(49) p*ix* + v*-g*-0)*̂

=p*z*

=0

となる。

ま た 2* ) から

(50) P * - が +max(fezLO)

1+ 2  max(/fez ,̂0)

が成立するので， 力 max( 2々；：, 0)=/9* とおけぱ

(51) ；9*/>J=max(^2j, 0)

ゆ え に を 両 辺 に か け て 足 し あ わ せ れ ぱ

(52) j9* J^p*,z* = S  2? max(ぁzj, 0)

となり，（49) 式から

(53) 0= X l2；' max (̂ kz% 0) = XI z? max(た; ，0)

となって

(54) 2[m ax07 , 0)]^=0

が得られる。したがって

(55) 2*^0

となるのでなければならない。

よ っ て （45), (49), (55 )式から，0?*, Z*, i p * ) は市場均衡条件(18)および(19)式を満たす。 

最 後 に こ の （/>% 2% ip*)力*、，文‘, F", FW+*を も と の Xi, F% FW+ * に復元した場合でも均 

衡点たりつづけることを示す。そのためには，ズけ，ゲ •，"ぃ お よ び (p,*力*、，本 来 の />'(/)% tp*), 

S,0)* ’ 9 * ) ,の/*C r , グ ） お よ び 0,0)*, (p*：) に含まれることをいえぱよい。

いまズ'-*が か (/>*, 9 * ) に含まれなかったとしよう。するとズ '/gXS p,xi'$p*(oi+J^di,Q>,

デ* 一/ ) E l グ * ) の よ う なXびに 対 し て が 成 立 す る か ら ，ズ'(fi)ョiZズ' / + (1 -

d)x**, 0<<2<1と定義すれぱ，そのようなすべてのについて /)*ズ' '(fl)さ/ + XJか'"(グ5̂ "*—

であり，仮 定 1 よ り ズ ま た 仮 定 6 よ り が (ズ•'（め）〉が(ズ'*)。 ところが 

の値を限りなく 0 に近づければ，ズ•'(>)は 限 り な く ズ に 近 づ き ，し か も ズ は X ''に属すると 

こ ろ か ら •'の内点になっているから，結局ズ ' ( f l ) を に 含 ま し め る こ と が で き る 。 しかしこれ
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はズけ£/>'(/>% <p,)に反するので不合理である。

同様にして，"ぃ が D'*U)*, i f n に含まれなかったとするならぱ， だ" * ' さがパの 

ようなあるy*'に 対 し て 尸+*0*')>/v+*0ぃ）が成立するから，y*(fl)三fiu*'+(l-<^)^；**, 0< fl< l 

と定義することによって， p*"\a)$PW*kとなり, また仮定14よ り 尸 +*0*(fl))> 

/w+*0ぃ）。 ところが前と同様の議論によってy*0 ) を に 含 ま し め る こ と が で き る の で 不  

合理である。

同様にして，（デ*, ^0-*)が 5(/>% <o*) = (S-(/>% ip*')’ 5o* ) ) に含まれなかったとするな

らば，デ' eF ", ^o-'gS-の よ うな（̂«', ^0"0に対して，グ 7̂，' 一パ《，5 > メ*+グ '）〉グ が *-/>!«'(2  

ド *+ド * ) が成立するから，デ0 ) ョ ?̂デ'+ (1—めデ％ <p"(_a) = + (1—d)(p**, 0 < a < 1 と定 

義することによって， > グ デ * _ が が （1]^0ハ+^0»)であり，仮定 

8 か ら が ま た グ （f l ) sS■である。 ところが前と同の議論によって， を に  

含ましめることができるので不合理である。

したが っ て（/>*, 2% so*)は，本来の体系の均衡点であり，その存在が証明された。

5 . パ レ ー ト 最 適 性

これまでの議論から， このモデルにおける均衡解の存在が明らかになったが，さらにそのバレー 

ト最適性を示す。 ここで追加的な仮定として次のものをおく。

仮定1 5 が(ズリ， /<*GT, —:V), /W+* (y * )は微分可能である。

このもとで次の定理が導かれる。

定 理 7 このモデルにおいて，市場均衡点における資源配分はバレート最適である。

証 明 均 衡 点 で あ る の で ，資源配分が達成可能であることは明らかである。したがってバレート 

最適の条件を求めるためには， / 一 1人の消費者の効用水準をある一定の値におき，各私的財の需 

給均南条件と，各私的財および各公共財の生産における技術的な制約のもとで，残 り の1人の消費 

者の効用を最大化するための条件を求めれぱよい。

第レ消費者以外の消費者の効用水準をが=が，j ネi とおき，次のようななラグランジュ関数ん 

をつくる。

(56) ニが（ズ{, ..., xD

- . . . ,  xQ}

---4 1 (155)---



— .. . ,  g l i  —y ii . . . ,  — り }

一 ！]；«*{>̂ *—/M+*0し ...，vi'))

一 ！> '{  Z I O {—ズ!）+ S  パー 

こ こ で /{メ，5", / /* ,がはラグランジュ乗数である。（56) 式をズ I, xi, gu yj, y , で偏微分 

してゼロとおき， ラグランジュ乗数を消去すると次の条件が得られる。

■•三田学会雑誌j  74巻 2 号 （1981年4 月）

(57) dû /dx] 
du^jdxi 一

1 P 1 M L - . .
d p id g i

df^^^ldv] _ 

dfNャ、 '

/, m -

Iキm

du^/dx^i

du'ldxfn

d f N M  

dfN Idg l

1,

("58) V  が "/み* — 1

Iニ h  ..., L

k = \, K

これらの条件を，各主体の主体的均南条件が満たすことを示せぱよい。

消費者は予算制約の下で効用最大化行動をとるので，次 の よ う な ラ グ ラ ン ジ ュ 関 数 の 最 大 化  

のための条件を求める。

(-9) L'=u'ix\, ...,ズD

+ 2  か.'TT■一 UplX]')

(59 )式 を ズ{で偏微分してゼロとおき， ラグランジュ乗数を消去すると次の条件が得られる。

/"60') du'jdx'i _ Pi 
ゅり） du'ldxL -77

I ’ m = \, ..., L

Iキ■m

生産者については，公共財の生産規則と他人のの総額に関する情報は既知なので，次のような 

ラグランジュ関数L"の最大化のための条件を求める。

(61)

—-?{0— ..., g l , ーグ1, —yK̂ } 

t;レ）}
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- S  Piv'ki 一/>iEダ，}

ここで" * " ,は，第 " 生 産 者 が 最 適 と 考 え る の量であり， v* " , お よ び タ は を 通 じ て 間 接  

的に動かされる。（61 )式 を g;’ ダ*, V；,, (f；で偏微分してゼロとおき， ラグランジュ乗数を消去 

すると次の条件が得られる。

(62) d f / d g l  一  A  

df-'/dgZ 一  _K

/ , w  ニ 1 , L

Iキm

^f"!^yk_______ a :

/ =  1, . . . , L ,

k = l, K

政府については，次のラグランジュ関数ひ の最大化のための条件を求める。

(64) Z /= 尸 +*Ot, vD

-KPi

こ れ を " ナで偏微分してゼロとおき，ラグランジュ乗数を消去すると次の条件が得られる。

(65) 脱 - P'

I, m ニ 1 , L

Iネm

ところが各主体にとって私的財の価格は共通なので，（60), (62), (65 )式から，バレート最適の

条 件 （57 )式が満たされる。 また均衡においてはV : ,の値はすべての生産者について一致し，El 

« : = 1 なので，(63 )式 を " について合計すると，バレート最適の条件（5 8 ) 式が得られる。

(HE明終了）

6 . 結 び

これまでの分析から，いくつかの限定された仮定のもとでは，すべての生産者に影響を与えるよ 

うな公共的生産要素を含む経済であっても，政府の適当な課税政策により，主体的なインセンチィ 

プに基づく，バレート最適な資源配分が達成可能であることが示された。た だ し a " が固定されて 

いるので分配問題は解決されていない。

公共的生産要素であると同時に，等量消費財としての性質をも備えているような公共財について

--- 43 (^157 ')-----
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の総合的な分析は，別の機会に譲りたい。
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